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生活・暮らしの基本施策

みんなが幸せに暮らせるしまづくり



施策 生活・暮らしの基本目標｜みんなが幸せに暮らせる島づくり

現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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産前産後を安心して過ごせるか

出産
	� 島内での出産は医療体制の制約により困難であり、 今後も
この状況が大きく変わる見込みはありません。

出産
	� 妊娠前から出産後まで、 切れ目のない支援プログラムの体系化を検討する必要があります。

	�「安心して出産に臨める渡航体制」 や「島外出産後の手厚いフォローアップ」 など、 現実的な方向への
シフトを検討する必要があります。「安心して出産に臨める渡航体制」「出産後の手厚いフォローアップ」
の支援の充実を図る必要があります。

資料：人口動態統計特殊報告（厚生労働省）

妊娠・子育て・幼児教育の包括支援の推進

幼児教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	� 教育 ・ 保育施設（幼稚園、 保育園） において、 個別の配
慮や支援を必要とする幼児が増えています。
	� ０～４歳児は保育園、 ５歳児は幼稚園の対象となっています。

子育て
	� 低出生体重児率が全国 ・ 県と比較して高い状況です。
	� 乳幼児健診の受診率が全国 ・ 県と比較して低い状況です。
	� 子育て支援の拡大や、 子どもの居場所づくり等については
一定の前進が見られる一方、「認定こども園整備の必要性」
や、「園舎等の老朽化」、「放課後児童クラブの過剰供給」
などの課題が指摘されています。

幼児教育
	�配慮を要する子に対する支援者の資質向上と人材確保、支援機会の充実が課題となっています。

	�就学前の教育・保育の充実、義務教育への切れ目ない支援の観点から、就学前の教育・保育施設
の再編について検討する必要があります。

子育て
	� 子どもの健やかな発育 ・ 発達の確認、 保護者の育児不安の軽減、 迅速で適切な支援への早期介入の
視点から、 乳幼児健診受診率を高める必要があります。

	� 男女が共に正しい知識を持ち、 将来の妊娠やライフデザインを視野に入れながら生活できるよう、 学齢
期からの事業展開が必要です。

認定こども園 
就学前の子どもに教育と保育を一体的に
提供し、地域の子育て支援も行う、都道
府県認定の施設。

《用語解説》

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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資料：令和 6 年度住民アンケート（久米島町）

n=445

不満・やや不満
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満足・やや満足

15％
無回答

16％
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（３）幼児教育の充実
1.	認定こども園の整備推進とあわせ、 就学前の教育 ・ 保育施設の再編についても検討します。 　

2.	教育 ・ 保育人材の確保、 幼稚園 ・ 保育園における教育 ・ 保育の質の向上などの取り組みを推進します。

3.	幼児期から児童期まで、 環境が変わっても、 子どもの学びと育ちを途切れさせないため、 一貫した視点
で生きる力を育むため、 保育園 ・ 幼稚園 ・ 小学校の連携を強化し、 切れ目ない子育て ・ 教育支援体
制を整えます。	

（１）安心して出産できるサポートの充実
1.	不妊治療や出産に関する費用助成を継続 ・ 充実させ、 安心して妊娠 ・ 出産 ・ 産後期を迎えられる環境

を整えます。

2.	母子手帳交付時から育児期まで、 専門職による切れ目ない相談体制を構築するとともに、 必要な支援
へつなげる体制を整備します。	

（２）安心して子育てできる環境整備
1.	子育て支援のニーズの多様化に応えていけるよう、 子ども ・ 子育て支援事業の量の見込みに基づき、 必

要なサービスの整備に取り組みます。

2.	障がい児・発達障がい児の支援体制強化、 理解促進の周知に取り組み、 地域で支える環境を整えます。

3.	母子推進員、 ファミサポまかせて会員等、 子育て支援に関わる人材確保及び育成に取り組むとともに、
関係機関と連携し事業を展開していきます。

4.	子どもが安心して遊び ・ 交流できるよう、 公園 ・ 公民館の整備や安全管理に努めるとともに、 交通事故
や犯罪に巻き込まれることがないよう、 関係機関と連携した対策に取り組みます。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

こど

★ LP1-1 こど 教育 建設 環境 総務

★ LP2-2 こど 教育

子育て環境の満足度について
アンケートでは「子どもがいきいきと暮ら
せる」との声が半数を超える一方、「産前産
後の安心」や「支援の充実」には課題を感
じている方が多いようです。 
子育て世帯（ワークショップ）からは、急
病時の対応や屋内の遊び場を求める声も。 
こうした声を大切に、誰もが安心して子育
てできる環境づくりを進めていきます！

乳幼児３歳児健診受診率
基準値（R6）

79.7
基準値（R12）

85.0％ ％

低出生体重率
基準値（R6）

16.9
基準値（R12）

10.0％ ％

満足・やや満足 不満・やや不満 無回答

33％

Q．子どもがいきいきと暮らせている

Q．子育て支援・補助が手厚い

Q．産前産後を安心して過ごせる

58％ 9％

53％36％ 11％

69％15％ 16％

n=445
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小中学校教育
	� 少子化により児童 ・ 生徒数が減少し、 複式学級の増加や
小規模校での教育機会の制約が顕在化しています。

	� 学校施設のハード面の老朽化が進行している一方、 教育
現場の ICT 環境等のソフト面整備は着実に進んでいます。

	� 教職員の確保が困難で、 代替教員不足により安定した体
制維持と業務過多が課題です。

資料：沖縄県離島関係資料（沖縄県）

学校教育・文化社会教育の充実

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

02

高校教育
	� 生徒 ・ 教員数の減少や教職員の異動により、 教育の継続
性や学校の魅力低下が懸念されています。

	� 離島留学制度においては、 一定の成果が見られ、 地域外
からの生徒の受け入れが進められている状況です。

文化社会教育・生涯学習
	� 自然や文化資源には、 学習機会としての活用の可能性が
あるが、 十分に活かされていない状況にあります。

	� 各字公民館は 機能面の制約等により、 地域の居場所 ・
学習の場として活用が進んでいない状況です。

	� 住民には世代間交流や地域活動への関与など、 地域の
つながりや学びの場への潜在的ニーズがあります。

小中学校教育
	� 生徒の基礎学力や体力向上に向けた支援の充実や、 地域と連携した教育体制の強化が必要です。

	� 老朽化した学校施設の整備や、 適正規模 ・ 配置、 合同学習による教育環境の整備と教育機会の拡充が
課題です。

	� 人材確保が困難な中、 代替教員手配や業務軽減を含む体制整備と人材確保の強化が喫緊の課題です。

	� ICT 教育の効果的な活用に向け、 教員用の端末整備や指導支援体制の構築を含む運用体制の見直し

高校教育
	� 久米島高校魅力化プロジェクトを継続 ・ 拡大し、 町内外から選ばれる教育環境の構築が必要です。

	� 離島留学制度は成果がある一方、 さらなる発展に向けては制度の一層の充実が必要です。  

文化社会教育・生涯学習
	� 老朽化した各字公民館を改善し、 学習 ・ 交流機能を十分に発揮できる環境を整えることが必要です。

461 461 451 434
399

216 216 211 226 231

150

300

450

R1 R2 R3 R4 R5

小中学校の生徒数（人）

小学校 中学校

ESD 
地球的な視野を持つ住民を育成することを目的とする教育。

《用語解説》

写真：久米島博物館
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（３）文化社会教育・生涯学習
1.	博物館やほんのもりなどの社会教育施設を、 町民が広く利用できるよう適切に管理 ・ 運営し、 施設の充

実を図ります。

2.	具志川改善センターの適切な維持管理を行い、 新たな拠点整備の検討を進めます。

3.	地域の伝統文化、 文化イベント、 社会体育や町民交流会などが継続 ・ 発展できるよう支援に努めます。	

（１）小中学校教育の充実
1.	学習活動の充実と強化を今後も継続し、 学力及び体力の向上を図ります。

2.	豊かな心を育むため、 道徳 ・ 人権 ・ ESD ・ 体験 ・ 郷土学習など、 学力以外の教育の充実を図ります。

3.	学校と地域が連携した教育支援体制の強化や、 援助が必要な家庭への適切な支援等、 地域や家庭と
連携した教育環境を構築します。

4.	教員への端末配備等 ICT 教育環境を整備し、 デジタル教材やオンライン学習を活用できる環境を整え
ます。

5.	住居確保や交通費補助などを含む教員誘致プログラムを検討し、 離島で働く魅力を高めて安定的な教
員確保につなげます。

6.	学校の適正規模 ・ 配置の検討や合同学習により、 教育環境整備と教育機会の拡充を図ります。

7.	老朽化施設は適切に維持管理し、 適正規模 ・ 配置の検討についても対応します。	

（２）高校教育の充実
1.	久米島高校魅力化プロジェクトの推進 ・ 強化を図り、 町内中学校から久米島高校への進学率向上に努

めます。  

2.	離島留学制度を再構築し、 久米島高校の魅力向上と活性化に 取り組みます。

3.	奨学金支援や基金の運用により、 生徒が安心して学べる環境を確保します。

4.	学習センター（町営塾） の指導者支援体制充実と、 人材確保に努めます。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

全国学力・学習状況調査における 
平均正答率の全国との差

基準値（R7）

▲ 1.0pt
▲ 2.3pt

基準値（R12）

★ LP2-1 教育 給食

★ LP2-1 教育 企画

★ LP2-2 教育 企画 博物

小6
中 3

2.5pt 以上

▲ 2.3pt 以上

小 6
中 3

島内中学生の進路希望について
中学生へのアンケートでは、久米島高校への進学希望は約 6
割にとどまり、約 4 割の生徒が島外への進学を考えている現
状が明らかになりました。 
これを真摯に受け止め、久米島高校が「選ばれる学校」とな
るよう、魅力化プロジェクトをさらに加速させます！ 
カリキュラムや部活動の充実など、子どもたちが「ここで学
びたい」と思える環境をつくり、進学希望者を増やしていき
ます！

Q．島内中学生の進路希望

久米島高校
に進学予定
57.4％

その他
6.9％

島外高校に
進学予定

35.6％

n=202
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健康づくりと予防支援
	� 健康診断の受診率が低くなっています。

	� 専門医の不足により、 適切な医療へのアクセスが困難な場合があります。

	� 若年層でも介護が必要な状態や早期死亡の事例が報告されています。

資料：住民基本台帳（総務省）

医療・福祉・健康づくりの充実

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

03

運動・スポーツ参加促進
	� 住民の運動習慣定着が求められる一方で日常的な運動
機会は不足しており、 パークゴルフ大会や親子スポーツ大
会などの地域イベントが、 そのきっかけとして一定の役割
を果たしています。

地域包括型の医療・福祉体制の整備
	� これまでの取り組みにより地域の医療 ・ 福祉体制は一定
の成果を上げ、 予防医療や高齢者支援の充実などを通じ
て医療の質やアクセスも改善しています。

	� 高齢化が進み、 単身高齢者の割合も増加しています。

健康づくりと予防支援
	� 地域全体で健康リテラシー（健康に関する知識や判断力） を高める必要があります。

	� 予防支援の体制づくりを早急に進めることが求められています。

	� 世代を問わず、 早期の健康予防を推進する取り組みが必要です。

	� 地域での健康意識の醸成（高め合い、 共有すること） が重要です。

運動・スポーツ参加促進
	� 運動への参加意欲やニーズは年齢や家庭環境で異なるため、 誰もが継続的に参加できる仕組みづくり
と地域ぐるみの支援が求められます。

地域包括型の医療・福祉体制の整備
	� 高齢化による医療費増などに対応するため、 制度や財政の見直しと、 医療 ・ 福祉を一体とした地域連
携体制の強化が重要です。

	� 高齢者の健康支援を含む地域全体でのケア体制の展開が不可欠となっています。

2,298 
2,311 

2,323 2,321 

2,348 
2,353

2,250

2,300

2,350

2,400

Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7

老齢人口・65歳以上推移(人）

ノーマライゼーション 
障がいのある人もない人も互いに支え合
い、地域で生き生きと明るく豊かに暮ら
していける社会を目指す理念のこと。

《用語解説》
地域包括的ケアシステム 
高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分ら
しい暮らしを人生の最期まで続けられるように、
医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的・
継続的に提供される体制のことです。
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（４）高齢者が安心して暮らせる島づくり
1.	老人クラブへの助成や広報を通じて高齢者の生きがいや居場所づくりを支援し、 活動的な高齢社会の実

現と高齢者の活躍促進に努めるとともに、 地域包括ケアシステムの構築や認知症施策を推進します。

2.	高齢者が自分らしく暮らせるよう、 老人クラブ参加促進や運動 ・ 栄養 ・ 介護予防支援、 通いの場提供
など地域活動の充実と閉じこもり防止に努めます。

3.	高齢者の栄養改善や在宅医療 ・ 介護の連携強化、 介護従事者の負担軽減と人材育成、 介護サービス
充実と保険料低減、 認知症の早期診断 ・ ケア支援体制の構築に努めます。	

（１）島民の健康づくり推進
1.	町民一人ひとりが自主的に健康づくりに取り組めるよう意識醸成や環境整備を進め、 全世代を対象とし

た運動支援や住民健診 ・ がん検診の充実、 特定健診受診率向上と専門指導者の確保に努めます。

2.	子ども健診の実施 ・ 経過観察を学校と連携して行い、 生活習慣病予防や健康学習の促進、 健診結果
の継続的な管理 ・ 分析を通じて、 子どもの健全な成長と保健事業の充実に努めます。

3.	スポーツ ・ レクリエーション活動や特色あるイベントの企画 ・ 告知を通じて、 町民の健康増進と交流促進、
そして町の活性化を図ります。	

（２）医療体制の充実
1.	沖縄県離島医療組合の運営健全化と公立久米島病院との連携強化を図り、 医療専門職の育成 ・ 確保

や 専門診療科の誘致に努めるとともに、 通院渡航費助成の拡充で経済的負担軽減を推進します。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福祉 教育 給食 商観

福祉

（３）福祉の充実
1.	専門職の継続配置と関係機関との連携により福祉サービスの質向上と周知を図り、 地域住民の理解促

進や交流機会の創出を通じて障がい者の自立支援と社会全体でのサポートを強化します。

2.	民生委員 ・ 児童委員の人材確保や育成に努めるとともに、 生活困窮者の早期把握と社会福祉協議会と
の連携による総合支援を行います。

3.	ひとり親家庭への医療費助成強化で経済的 ・ 心理的負担の軽減を図ります。

4.	福祉サービスの充実と体制強化により障がい者と地域住民が共に暮らせるノーマライゼーション社会を目
指し、 周知活動や社会福祉協議会の事業充実、 認知症支援の推進、 安定した国保運営に努めます。	

健康診断受診率
基準値（R6）

45.2
基準値（R12）

55.0％ ％

★ LP1-1 福祉

福祉

島の医療環境について
アンケートでは、生活において「医療の充
実」を重視する声が約 6 割と最も多く挙
がっています。特に 30 〜 40 代の方々か
ら不安の声が多く聞かれます。  
皆さまが島で安心して暮らせるよう、医療
機関との連携や島外通院への支援、日々の
健康づくり等、心身ともに健やかに過ごせ
る島づくりに全力で取り組みます！

59%

34%

27%

17%

島内における医療充実と島外医療機関への受診

支援

産前・産後子育ての支援充実

人々の往来・物流を支える交通手段の拡大

福祉サービスや生涯学習の充実と健康増進支援

Q．生活・暮らしの視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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交通
	� 道路や橋梁の整備 ・ 維持管理および県道 ・ 町道の除草 ・
清掃を適宜実施しています。

	� 地域公共交通の運行支援、 新規バス購入、 交通弱者や
小児 ・ 身体障がい者への運賃助成を実施しました。

	� 海上輸送では民間事業者が高速船就航を予定しています。 　　　　　　　　　　

生活基盤・社会環境の整備

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

04

水資源と環境保全
	� 令和 5 年度から 7 か年計画で浄水場や管路の更新を進
めています。

	� 久米島町では、 1 人 1 日あたりのごみ排出量が県内で 7
番目に高く、 資源化率は 9 番目に低い状況です。 また、
海洋ごみが確認されており、 海洋環境への悪影響が懸念
されています。

	� 下水道が未整備の地域では生活排水が河川や海に流出
し、 海洋環境への悪影響が問題となっています。

安心・安全な住環境の形成
	� 空き家や老朽住宅の増加により、 地域の景観や安全性が
低下しています。

	� 住宅の供給が需要に追いつかず、 住環境の整備が求め
られています。

	� 高齢者、 若者、 移住者など多様な住民の交流が少なく、
地域の一体感や共生の体制が十分ではありません。

交通
	� 島内交通の利便性や島外との接続性が十分ではなく、 観光客の移動手段や二次交通の整備が必要です。

	� 新たなモビリティや EV 導入に向けた環境整備と体制づくりが求められています。

水資源と環境保全
	� 水道施設の老朽化対策や下水道 ・ 浄化槽の整備など、 水循環の適正な管理が求められています。

	� ごみ削減や資源化率の向上、 海洋ごみ・赤土流出への対策等、 環境保全に向けた取組の強化が必要です。

	� 地域主体による環境美化活動を継続的に推進し、 持続可能な環境づくりを進めることが重要です。

安心・安全な住環境の形成
	� 多様な世帯のニーズや 地域の状況に応じた住環境の改善など、 まち全体の住環境の質の向上に向けた
取組が求められています。

	� 空き家や老朽住宅の適切な管理 ・ 活用が求められています。

次世代モビリティ 
電動車（EV）や自動運転等、新しい技術を活用した持続可能な移動手段。

資料：住民基本台帳（総務省）

6 6

0

6 7 8

14 15
17 16 16 15

0

10

20

H30 R1 R2 R3 R4 R5

一般廃棄物資源化率（％）

久米島町 沖縄県

ICT  ( 情報通信技術 ) 
情報の収集・処理・伝達を行う技術の総称。

写真：久米島町営バス

《用語解説》
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（１）交通の便利な島づくり
1.	島内交通の利便性を高め、 住民が安心して利用できる交通環境を構築 します。

2.	島外との航空 ・ 海上輸送の利便性を向上させ、 観光基盤や二次交通の整備を進めます。

3.	地域公共交通の課題解決や利便性を高めるため、 次世代モビリティの導入を促進し、 実証実験の受け
入れにも取り組みます。	

（２）暮らしを支える生活インフラの充実
1.	良好な住環境の実現に向け、 空港、 港湾、 道路、 浄水場、 下水処理場などの生活基盤を適切に維持

管理し、 老朽化施設は計画的に更新します。

2.	ごみ削減や分別の啓発、 不法投棄防止や美化活動を推進し、 住民や事業者の環境意識の向上に取り
組みます。

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）安心・安全な住環境の形成
1.	空き家や老朽住宅の増加、 住宅不足といった状況に対応し、 空き家の利活用 を推進します。

2.	地域ごとの住環境の改善とまち全体の景観 ・ 安全性の向上を図ります。

3.	離島の地理的特性を克服するため、 関係機関と連携し、 ICT の活用と環境整備を進めます。	

一般廃棄物１日１人当たりの 
排出量

基準値（R5）

1,220
基準値（R12）

1,071g g

建設 商観 空港 プロ

建設 水道 環境

建設 企画 環境 プロ

暮らしを支える生活インフラについて
アンケートでは、生活インフラへの厳しい評価が見られました。特に「公共交通」への満足度
は約 1 割と低く、移動の不便さが浮き彫りになっています。また、約 6 割の方が「空き家の
増加」を地域課題として挙げており、住環境への不安も募っています。 
皆さまの足を確保する新たな交通の仕組みづくりや、空き家対策による住まいの整備など、暮
らしの基盤を早急に立て直します！

一般廃棄物資源化率
基準値（R5）

7.7
基準値（R12）

10.0％ ％

やや不満・
不満81％

無回答
4％

やや満足・
満足15％

Q．公共交通で自由に移動ができる

58.9%

37.1%

16.9%

14.4%

空き家・空き地が増えてい

る

使われていない畑が増えて

いる

下水道など整備が不十分で

ある

日常生活のための店舗が近

くにない

Q．島の土地利用についての問題点2つ
（対象回答者数445人・複数回答）

n=445
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防災意識
	� 避難施設の不足や住宅の老朽化など、 災害リスクがやや
高い状況にあります。

	� 災害時における地域の安全 ・ 安心を確保するため、 公共
施設や公民館、 公園等を防災拠点として活用することが想
定されています。

	� 現在、 一部の施設は避難所や災害対応の場として利用さ
れているが、 防災機能を意識した施設整備や配置計画が
十分に進んでいるとはいえません。 また、 施設の老朽化や
設備面の不備も課題として指摘されています。

災害に強い島づくり

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

05

防災・災害に強い地域づくり
	� 今後想定される大規模災害に備え、 町内における防災体
制の強化とともに、 避難施設の整備 ・ 拡充が急務となっ
ています。 
また、 老朽住宅や空き家の存在が避難経路や安全確保の
妨げとなるケースも想定されることから、 住宅の耐震化や
危険家屋の解消も重要な課題です。 特に、 住民の安心感
を高め、 地域全体の防災力を底上げに向け、 ハード ・ ソ
フト両面からの計画的な対応が求められています。

	� 災害時の対応力や安全性に関する信頼の欠如は、 移住 ・
定住促進、 さらには人口流出対策の観点からも重要な課
題です。 災害に強い地域づくりに加え、 住民に対してそれ
を実感できる情報発信や教育、 施設整備などの取り組み
が求められています。

	� 地域全体で災害に備えるためには、 防災拠点としての公
共施設 ・ 公民館の機能強化と、 それを前提とした土地利
用計画の策定が急務です。 
災害時の避難受け入れ、 物資集積、 情報発信など多様
な機能を持つ拠点整備に加え、 拠点間のアクセスや広域
的な防災ネットワークの構築も求められます。 町内全域に
おいて防災対応の空白地帯をなくし、 住民が安心して避
難 ・ 滞在できる体制づくりが不可欠です。

インフラ（インフラストラクチャー） 
社会的経済基盤と社会的生産基盤とを形
成するものの総称。道路・港湾・河川・鉄道・
通信情報施設・下水道・学校・病院・公園・
公営住宅などが含まれる。

《用語解説》
避難行動要支援者（ひなんこうどうようしえんしゃ） 
災害対策基本法において、災害が発生する場合また
はそのおそれがある場合に、自ら避難することが困
難で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特
に支援を要する人をいう。高齢者、障害者、乳幼児
などが含まれる。

資料：消防本部統計資料（久米島町）

写真：久米島町複合型防災・地域交流センター

7件 10件
2件 6件 5件

32件
43件

28件

66件

33件

R2 R3 R4 R5 R6

災害出動件数
火災件数

火災以外件数

66% 63%

37％

58%

70％

R2 R3 R4 R5 R6

住警器設置率

資料：消防本部統計資料（久米島町）
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（１）防災・減災体制の強化
1.	地域防災力の向上に向けて、 消防団 ・ 女性防火クラブ ・ 自主防災組織等防災組織の強化、 防災拠点

やインフラの整備 ・ 改修、 消防用設備の設置 ・ 維持管理の指導を徹底し、 法令遵守の徹底と適正化
を推進します。

2.	避難場所 ・ 避難経路の見直しを行い、 安全な避難体制を構築します。 防災倉庫の配置について検討
するとともに 、 沿岸部については、 津波災害等を想定した防災機能の強化を検討します。 また、 実効
性のある避難計画等の策定を推進します。	

（２）消防体制の充実
1.	消防職員・消防団員の知識や技術の向上に向け、 関係機関との合同訓練や研修への派遣を推進します。

また、 消防車両等の適切な維持管理に努め、 各種災害への出動体制の強化を図ります。

2.	消防体制の充実を図るため、 消防施設の更新（増改築） や訓練施設の機能強化など、 ハード面の整

消防

（３）避難行動要支援者対策
1.	避難行動要支援者が災害時に安全に避難できるよう、 医療福祉機関と地域が連携した防災訓練の実施

や避難支援体制の構築を進めます。

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

町防災訓練参加率
基準値（R5）

17.4
基準値（R12）

32.0％ ％

防災対策に関する住民満足 
（住民アンケート）

基準値（R6）

38.4
基準値（R12）

50.0％ ％

★ LP5-2 総務 消防 建設

消防 総務 福祉

住民の声から考える防災対策について
アンケートでは、町の防災対策に「不満」を感じている方が
過半数を占めました。自由意見でも、「台風や自然災害への
不安」「防災放送が聞こえにくい地域がある」「高齢者や障が
いのある方の避難支援が心配」といった切実な声が寄せられ
ています。 
この声を重く受け止め、避難施設の整備や実践的な訓練など、
ハード・ソフト両面から「命を守る備え」を徹底し、誰もが
安心して住み続けられる強い島をつくります！ やや不満・

不満58％

無回答
3％

やや満足・
満足38％

Q．防災対策がしっかりしている

n=445
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（ここに写真が入ります。）
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産業・生業の基本施策

力を合わせて活気を生み出す島づくり



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 産業・生業の基本目標｜力を合わせて活気を生み出す島づくり

48

くらしの立つ農業地域づくり

くらしの立つ農業地域づくり
	� 農業者の高齢化が進み、 新規就農者の参入が進んでい
ない状況です。

	� 農業の労働環境は改善傾向にあるものの、 依然厳しい状
況です。

	� 久米島では、 地域ブランドや特産品の付加価値向上に取
り組んでおり、 一定の成果は見られます。

	� JA からは、 農家戸数の減少、 飼料価格の高騰による畜
産生産量の減少等の意見がみられました。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

06

地消地産の推進
	� 久米島町内で生産された農水産物のうち野菜、 畜産物、
水産品においては島外からの輸入依存が高くなっています。

	� 学校給食や各種イベントを通して地場産品の利用促進に
向けた取り組みが進められているが、 供給の安定性や価
格面に課題を抱えています。

くらしの立つ農業地域づくり
	� 農業の継続 ・ 発展には、 新規就農者の確保 ・ 育成が課題であり、 就農支援の充実と魅力発信が求め
られます。

	� 持続可能な産業とするためには、 スマート農業の導入などにより、 働きやすく、 効率的な就労環境を整
備する必要があります。

	� 今後は、 販売促進や販路拡大に加えて、 農業ツーリズムなど、 多角的な展開によって地域農業の魅力
向上と収益性の確保を目指す必要があります。

	� 農業の魅力を高めるためには、 収益性の向上や働きやすさの確保など、 実態に即した支援策の強化が
必要です。

地消地産の推進
	� 小規模な農家が多く地域の食料安定性および供給体制に課題があることから、 流通 ・ 販売の仕組みを
整え、 生産から消費までの循環を強化し、 食料の地域内消費を拡大していく必要があります。

	� 地場産品の安定供給体制を確立し、 公共利用の拡大を持続可能なものとするためには、 行政と関係団
体が連携し、 生産体制を強化する必要があります。

資料：沖縄県市町村所得（沖縄県）

1,854

1,451
1,303 1,294

1,074 1,145 1011

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

農業総生産額（百万円）

資料：久米島町産業の概況（久米島町）

1,081 1,158 1,234 1,276
1,042

1,229

831 759
879

730

602 502

R1 R2 R3 R4 R5 R6

さとうきび 肉用牛

さとうきび・肉用牛の生産額（単位：百万円）
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（３）農業経営者の育成
1.	農業者への支援体制を整備し、研修会や機械化支援により持続可能な農業生産体制を推進します。	

（１）効率的な生産環境づくり
1.	農業基盤の整備・長寿命化を継続するとともに、農地の集積・集約化を推進し、遊休農地・耕作
放棄の解消を図ることで、生産性の向上と農業経営の安定化を目指します。

2.	海洋深層水の利活用やスマート農業等を活用し、効率的かつ持続可能な農業の実現を推進します。

3.	高付加価値作物の導入や栽培講習会の開催により生産力を強化し、地域資源を活かした循環型農
業と野菜の地産地消を促進します。	

（２）競争力の高い畜産業の推進
1.	肉用牛の販路拡大を図るとともに、徹底した品質・個体の管理、適切な施設の維持管理・機能強
化の推進を図ります。

2.	優良繁殖雌牛の導入や、その他方策の検討により、子牛の品質及び価格の向上を図ります。

（４）地消地産の推進
1.	農産物の活用促進や流通体制の整備、食育活動の推進を通じて、地消地産の定着と地域経済の活
性化を図ります。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

スマート農業 
ICT（情報通信技術）や AI（人工知能）、ロボ
ット技術などの先端技術を活用して、農業の
効率化や高品質化を目指す農業のこと。

《用語解説》
農業ツーリズム 
農業体験や農村生活を観光と組み合わせて楽しむ取り組みのこ
と。都市住民や観光客が農村に訪れ、農業や自然に触れながら地
域の文化や暮らしを体験できるようにした観光形態。

農業総生産額
基準値（R6）

2,167
基準値（R12）

2,383百万円 百万円

★ LP3-2 産業 プロ

産業

産業 農業

産業 商観 給食

農業就業者数
基準値（R2）

634
基準値（R12）

500人 人

魅力ある生業としての農業に向けて
アンケートでは、「生業として魅力ある農業
の振興」が約 2 割と、産業振興の中で 3 番
目に多い意見となりました。担い手不足が
課題となる中、スマート農業の導入や販路
拡大など、「稼げる・働きやすい」環境づく
りが求められています。 
若者が「やってみたい！」と思えるような、
持続可能で力強い農業地域を目指します！

36%

25%

21%

21%

地域での人材確保や育成に向けた体

制づくり

島の資源を活かした観光振興

生業として魅力のある農業の振興

海洋深層水を活用した多面的な展開

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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多面的な漁業の振興

水産業の拡大と活性化
	� 水産加工業では、 原料不足や人手 ・ 技術の継承不足など
が生産体制に影響を与えています。

	� 漁業と観光業を組み合わせた遊漁船の運航や漁村体験な
ど、 一次産業を観光資源として活用する取組が注目されて
いますが、 事業化には至っていません。

	� モズクやアーサといった海藻類は、 供給品質を通年維持する
ための冷凍設備の更新 ・ 拡大が求められている。 また、 漁
船の大型化も進んでおり、 これに対応するための漁港施設
の整備も必要とされています。

	� 気候変動などが要因となり、 海洋生態系への影響が深刻と
なっており、 サンゴや藻場、 貝類の減少など、 水産資源の
生息環境が悪化しています。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

HACCP 
ハサップ。NASA（米国航空宇宙局）が宇宙食の衛生
管理のために考案した手法で、食品工業やレストラ
ンの衛生管理に応用される。

《用語解説》

07

資料：沖縄県市町村民経済計算（沖縄県）

地消地産の推進
	� 島内で消費される水産物の割合は低く、 モズクをはじめ多く
の水産物が島外に出荷されています。 地元での流通や消費
は限定的であり、 地域経済への波及効果が十分に得られて
いない状況にあります。

水産業の拡大と活性化
	� 6 次産業化やブランド化を含む体制強化により、 生産性向上と付加価値創出を図ることが求められています。

	� 異なる産業間をつなぐ統括組織や調整機能が未整備であり、連携の推進が難しい状況にあります。 さらに、
民間による季節的な仕事に対応するマルチワークの仕組みや就労支援体制の整備も求められています。

	� 海藻類の安定供給には、 冷凍設備の更新や、 設備自体の能力拡大が不可欠です。 また、 大型化する
漁船に対応できる漁港のインフラ整備が追いついておらず、 安全かつ効率的な水揚げ ・ 出港体制の確
立が急務となっています。

	� 水産資源の持続的な利用には、 海洋環境の保全と漁場の管理体制の整備が喫緊の課題となっています。

	� 海洋深層水を活用した養殖事業も夏場のピーク需要時に供給量が逼迫しており、 事業規模の拡大及び
新規事業者の参入ができない状況にあります。

地消地産の推進
	� 地産地消を促進するためには、 農業や観光業、 飲食事業者との連携強化に加え、 規格外品の活用や
住民の購買意欲を高める仕組みづくりが求められています。 　　　　　　　

627
695 683

621

495 507 454

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

水産業総生産額（百万円）

写真：せり（競り）の様子
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（１）安定的・持続的な水産業の基盤整備
1.	冷凍設備等や漁港・海岸施設 の定期的な点検・補修・更新を行い、適正な維持管理に努めると
ともに、大型化する漁船に対応できる漁港のインフラ整備を検討します。

2.	市場の品質管理基準である HACCP の基準に則り、温度管理や衛生管理を徹底した水産加工施設の
管理・運営を推進します。

3.	安定した漁業経営環境の整備を通じて漁業経営者の増加を図り、漁業従事者の育成・確保に努め
ます。

4.	安定的・持続的な水産業振興のため海洋深層水の活用を推進します。	

（２）漁業生産性の向上
1.	漁獲量の拡大や有望漁種の開拓、稚魚の放流を推進し、漁場環境の整備等も継続して支援すると
ともに、モズクやアーサ等の養殖体制の強化を促進します。

2.	一本釣り漁業については、久米島漁業協同組合及び漁業者が策定した資源管理計画に基づく管理
を推進します。

3.	釣りや遊漁などの観光需要に対応するため、観光業との連携を推進するとともに、需要や販路の
拡大に向けた取り組みを推進します。

4.	安定的・持続的な水産養殖のため、海洋深層水の取水量増加に取り組みます。

（３）地消地産の推進
1.	地元産水産物の活用促進や流通体制の整備、食育活動の推進を通じて、地消地産の定着と地域経
済の活性化を図ります。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

水産物販販売額
基準値（R6）

1,275
基準値（R12）

1,402百万円 百万円

産業 商観 給食

漁業経営体
基準値（R6）

165
基準値（R12）

181戸 戸

産業 建設 プロ

産業 プロ

海の恵みを活かした水産振興に向けて
アンケートでは「海洋深層水の活用」への
期待が約 2 割に達し、農業や観光に次ぐ重
要な産業として認識されています！ 
住民ワーショップでも「車エビや海ぶどう
が美味しい」との声が多く、島の宝である
水産物はみんなの自慢です。 
海洋深層水を活かした養殖の強化や、担い
手の確保に取り組み、久米島の海の恵みを
さらに輝かせていきます！

36%

25%

21%

21%

地域での人材確保や育成に向けた体

制づくり

島の資源を活かした観光振興

生業として魅力のある農業の振興

海洋深層水を活用した多面的な展開

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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製造業 ・複合産業の振興

製造業全般
	� 島内の製造業就業者数は 255 人にとどまり、 総生産額も含めて製造業全体は小規模な構造となっていま
す。 地域経済における製造業の存在感は限定的であり、 他産業に比べて産業規模が小さいのが現状です。

	� 製造業を含む第 2 次産業の就業者は全体の 14% にとどまり、 若年層の従事者が少ないことから、 担
い手不足や後継者の不在、 技能継承の停滞、 廃業等が懸念されます。

	� 将来的な方向性として、 地域資源を活かした産業振興への期待が高まっています。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

08

資料：産業振興課統計資料（久米島町）

久米島紬
	� 久米島紬では、 商品開発により製品の付加価値向上や市
場拡大が進み、 地域産業としての魅力が高まっています。

	� 織子の高齢化等により人材の確保が難しくなっていること
に加え、 染料の採取も困難となっており、 持続可能な生
産環境を整える必要があります。

海洋深層水事業
	� 久米島は、 国内有数の海洋深層水取水地として、 深層水
を核とした産業振興 ・ 研究開発 ・ 観光との融合による地
域振興モデルを確立してきており、 町では、 久米島海洋
深層水協議会の運営等を継続的に実施しています。

製造業全般
	� 製造業には一定の雇用創出の可能性があるものの、 担い手の確保や事業継続に向けた魅力づけが不
足している状況です。 今後、 地域経済の多角化や雇用機会の拡大を図るためには、 製造業の基盤強化
とともに、 若者や移住者にとって魅力ある産業としての育成が求められます。

	� 製造業を持続可能な地域産業として定着させるための具体的な戦略と支援体制の構築が必要です。

久米島紬
	� 持続可能な生産環境の整備と、 技術 ・ 人材の維持 ・ 育成に向けた取り組みが急務となっています。

海洋深層水事業
	� 沖縄県と連携した、 海洋深層水事業の規模拡大を検討するとともに、 新たな企業誘致や既存の町内産
業との連携、 更なるブランド化、 観光分野への展開等が必要となっています。

《用語解説》
高度利用型産業クラスター 
先端技術・高度知識・高度人材を活用して付加価
値の高い産業を集中的に集積させ、地域全体の競
争力を高めるための産業集積。企業・研究機関が
連携し、革新的な産業の創出を目指すのが特徴。

バイオ分野 
生物や生命現象を対象にした科
学・技術の領域全般。医療、農業、
環境、産業など。

カーボンニュートラル 
人間の活動によって排出される二酸化炭
素などの温室効果ガスの排出量と吸収・
削減量を合計してゼロにすること。

	� 海洋深層水を活用した「複合産業」 として、 製造業を中心に周辺産業への企業参入や、 町内への拠点
設置、 教育分野への展開等が進んでおり、 地域内外から注目を集めています。

28.7 27.2 29.5 27.0 
33 34.6

R1 R2 R3 R4 R5 R6

久米島紬の生産額（百万円）
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（１）製造業の振興
1.	島での「しごとづくり」に直結するよう、官民が連携し、第 2次産業の活性化に努めるとともに、
新たな産業創出のため、既存産業とのビジネスマッチングを支援します。	

（２）伝統工芸産業の安定化
1.	久米島紬織子全体の技術向上や担い手の育成を図り生産体制の強化に努めるとともに、経営安定
を図るための販路拡大や、現代のニーズに合った商品開発を推進します。

（３）地消地産の推進
1.	海洋深層水事業は、国及び沖縄県、また大学等の研究機関や関連機関と連携を図りながら、多面
的な活用及び産業展開を推進し、その取り組みを拡大します。

2.	医療・健康・再生可能エネルギー・バイオなどの分野における研究・開発・事業化を推進する企
業・研究機関の誘致を通じて、クリーンエネルギー（海洋温度差発電など）や水素製造との連携
も視野に入れた高度利用型産業クラスターの形成を目指します。

3.	久米島産の海洋深層水関連製品（飲料、化粧品、農水産品など）について、既存ブランドの価値
向上と発信力の強化を図り、観光地や都市圏、海外市場へのさらなる販路拡大を図ります。

4.	海洋深層水事業エリアを観光客や教育機関が見学・体験できるよう整備し、産業・観光・教育が
融合するエリアとして相乗効果の創出を促進します。

5.	農水産業の持続的活用や、ヘルスケア・ウェルネス産業（スパ、温浴施設等）への展開、資源循
環・カーボンニュートラル分野との連動等、海洋深層水の多様な用途開発を検討します。

6.	海洋深層水を活用した「久米島モデル」の実現に向け、取水技術の確立と事業化に向けた基盤づ
くりを進めます。再生可能エネルギーの導入や複合利用を通じて、地域の脱炭素化と新たな産業
展開を目指します。

7.	農業、水産業、製造業など、各産業における海洋深層水の多段的・複合的有効活用に向け、関連
事業エリアの整備と土地利用の方向性を検討し、既存企業と新たな事業者が連携・共存できる体
制づくりを推進します。	
地域の特性を生かした持続的な産業拠点の形成を目指します。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

製造業総生産額
基準値（R2）

1,100
基準値（R12）

3,000百万円 百万円

★ LP3-2 商観 プロ

商観

★ LP3-2 商観 プロ

島の宝を活かす複合産業の推進に向けて
アンケートでは、国の重要無形文化財である「久
米島紬」への支援を求める声も根強い一方、約
2 割の方が「海洋深層水の活用」に期待してい
ることがわかりました。 
伝統を守りたい、でも新しい産業で島を盛り上
げたい！そんな皆さんの想いを受け止め、紬と
海洋深層水を柱とした「複合産業」を推進しま
す。島にある宝を活かして新しい仕事を創り、
島の元気を生み出していきます！

21%

14%

11%

海洋深層水を活用し多面的な展開

産地地消の仕組みづくり

久米島紬など地域資源を生かした

ものづくり分野への支援

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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観光コンテンツの充実と交流促進
	� 修学旅行向け「島の学校体験プログラム」 や、 自然 ・ 文化 ・ 住民とのふれあいを重視したイベントを実
施するなど、 地域特性を活かした体験型観光資源の磨き上げを進めています。

プロモーション・販路開拓
	� 物産展 ・ イベント出展やオンラインを活用し広報 ・ 販促を展開するとともに、 販路の多角化を推進してい
ます。 併せて、 産業観光や特産品の開発 ・ 販促強化へのニーズも高まっています。

商業・観光業の振興

施設整備・利活用の推進
	� バーデハウス再生と周辺施設の活性化に向け、 PPP 導入を検討し地域価値向上を図っています。

	� 奥武島キャンプ場はワーケーション、 イーフ情報プラザは MICE 施設での活用を想定しています。

受入体制の強化
	�インバウンドを含む観光客は増加している一方、来訪者対応や飲食・交通の不足が課題であり、
DX 化や多言語対応、マニュアル整備による受入体制の強化が求められています。

	�スポーツ誘致では、旅行会社と連携した施設活用と適切な維持管理により、受入体制の質向上を
図っています。

組織体制の整備と戦略的推進
	�観光業全体で人材不足が続く中、各産業で観光連携へ
の関心が高まっており、実効性ある連携体制と関係機
関の支援体制構築が求められています。

	�第 3次観光振興計画により方向性を明確化し、戦略的
施策を進める体制を整えるとともに、観光協会や DMO
と連携して観光事業者の質向上と地域全体の観光力・
発信力強化に取り組んでいます。

観光インフラ・施設の利活用
	�既存観光施設の潜在力を活かすため、未稼働施設の利活用計画策定や、民間活力を活かした運営
スキーム構築等、インバウンドや MICE、ワーケーションなど新たな需要に対応する戦略の策定・
実行が必要です。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

観光と地域資源・他産業の連携
	�観光と親和性の高い町内産業と連携し、産業観光や商品開発、体験型観光の展開強化が必要です。

	�地域資源を観光資源に転換するため、商品設計・ブランド化・販路戦略などの専門的支援を強化
し、持続的な連携モデルを構築する必要があります。

受入体制の強化
	� インフラ整備に加え、 DX 化やマニュアル整備等ソフト面の強化を一体的に進める必要があります。

ワーケーション 
日常とは異なる場所に滞在しながら、
職場以外の場所で仕事を行うこと。

《用語解説》
MICE 
企業や団体が行う会議・展示会などの 
ビジネスイベントの総称。

インパウンド 
外国人旅行者が日本を訪れる国際観光。

393人 402人
350人 283人

H17 H22 H27 R2

宿泊・飲食サービス業就業者数

資料：国勢調査（総務省）

09
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（３）観光戦略の構築・推進
1.	観光協会や DMO 等と連携し、観光振興計画の推進、人材育成、体験型観光やインバウンド戦略の
強化、新規観光大使の申請支援、産業観光の促進を通じて、地域活性化と関係者全体の満足度向
上を目指します。

2.	観光入域客数や観光収入といった各種データの詳細な検証・分析を行い、来島観光客の動向を科
学的に把握・評価します。	

（１）観光インフラ・施設の利活用促進
1.	バーデハウス、情報プラザ等観光施設の再整備および機能の明確化を通じて、既存施設の再評価
と利活用計画を策定し、MICE やワーケーションなど多様化する滞在ニーズに対応した施設整備を
推進するとともに、これまでの施策の継続・拡大を図り、民間活力を活かした持続可能な観光施
設の利活用を目指します。	

（２）観光受入環境の整備とスマート化
1.	観光客の増加に対応し、満足度と利便性の向上を図るため、飲食・交通などの受入環境の整備支
援や、観光案内・情報発信のデジタル化を通じて、受入体制の質的強化を推進します。

2.	町内の通信環境の整備や施設・観光地の維持管理を進め、ワーケーション対応を含む快適な観光
環境の創出を図るとともに、観光満足度の向上と入域観光客数の維持・増加を目指します。

（４）スポーツ・レクレーション施設の観光活用
1.	久米島町観光協会と連携し、宿泊確保と効果的な PR により、観光客が参加しやすいイベントや交
流の場を創出します。あわせて、スポーツ施設の利活用を進め、健康増進やスポーツキャンプ誘
致の取組を連携させることで、相乗効果による地域活性化を図ります。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

久米島町入域観光客数
基準値（R2）

88,527
基準値（R12）

150,000人 人

★ LP1-2 商観

商観 プロ

商観 プロ

★ LP1-2 環境 商観

島の資源を活かした観光振興に向けて
アンケートでは、約 4 人に 1 人が「島の
資源を活かした観光振興」を求めており、
産業分野で 2 番目に多い意見でした。 

「商業エリアの活性化」への期待も高く、
観光客だけでなく、私たち住民もワクワ
クできるような場所が求められています。 
久米島の豊かな資源を活かし、訪れる人
も暮らす人も楽しめる、活気あふれる島
づくりを進めていきます！

飲食・宿泊業総生産額
基準値（R2）

600
基準値（R12）

1,300百万円 百万円

36%

25%

21%

21%

地域での人材確保や育成に向けた体

制づくり

島の資源を活かした観光振興

生業として魅力のある農業の振興

海洋深層水を活用した多面的な展開

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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新しいビジネスの創出

起業・創業支援
	� 近年、 久米島町において起業を志す人や独自に創業する
事業者の数は増加傾向にある一方で、 起業希望者や創
業者同士、 あるいは既存事業者との間における「 横のつ
ながり」 や「 共創の場」 が十分に確保されておらず、 連
携による新たな価値創出が進みにくい状況にあります。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ワーケーション 
「Work（仕事）」と「Vacation（休暇）」

を組み合せた言葉。日常とは異なる場所
に滞在しながら、職場以外の場所で仕事
を行うこと。

《用語解説》
ウェルビーイング 
身体的・精神的・社会的に良好な状態を
維持し、生活の質や幸福感を高めること
を指す。単に病気がない状態ではなく、
心身ともに充実し、社会的にも健やかに
過ごせることが重視される。DX（デジタルトランスフォーメーション） 

デジタル技術で業務やビジネスの仕組み
を変革する取り組み。

資料：税務課統計資料（久米島町）

10

デジタル技術の導入・活用促進
	� 離島という地理的制約から、 情報やサービス、 ビジネス
機会へのアクセスが限定されています。

	� 地域の事業者の間では、 DX や ICT の重要性は徐々に
認識されつつあるものの、 その内容や具体的な導入方法
についての理解は必ずしも十分とは言えず、 デジタル化の
取り組みが進みにくい状況にあります。

起業・創業支援
	� 起業希望者や創業者同士、 あるいは既存事業者等における地域内ネットワークの整備や、 共創を促進
するための仕組みづくりが求められています。

	� 起業や新規事業への挑戦を支える制度的 ・ 経済的な仕組みの強化が必要であり、 地域資源を活かした
持続可能な産業モデルの構築が求められています。

デジタル技術の導入・活用促進
	� 地理的制約を克服し、 地域の持続的な発展を実現するためには、 ICT や DX を活用した新たな仕組み
づくりが不可欠です。

	� 事業者が DX や ICT の導入に取り組めるよう、 専門的な知見を持つアドバイザーの配置や、 導入後も
継続的に伴走支援を行うサポート体制の構築が求められています。

ICT  ( 情報通信技術 ) 
コンピュータやインターネット等を活用
し、情報の収集・処理・伝達を行う技術
の総称。

10 10

2

7

12

0

5

10

15

R2 R3 R4 R5 R6

新規設立・設置法人数（法人）
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（３）デジタル技術の導入・活用促進
1.	商工会や地域団体、ICT 事業者等と連携し、ICT 活用研修や個別支援を提供し、事業者の業務効
率と競争力の向上を推進します。

（１）創業支援体制の確立
1.	商工会や金融機関と連携し、創業希望者への相談窓口を設置するなど、新規創業に対する支援体
制の強化と確立に努めます。

2.	製造業については、島での「しごとづくり」に直結するよう、官民が連携し、第 2次産業の活性
化に努めるとともに、新たな産業創出のため、既存産業とのビジネスマッチングを支援します。

3.	起業希望者や創業者同士、あるいは既存事業者等における「横のつながり」を構築できる場を確
保し、新しいビジネスの創出や創出しやすい環境の整備を支援します。

4.	在宅ワークやリモートワーク、ワーケーションの受入体制や環境の整備を促進します。	

（２）島の特性を活かした新ビジネスの創出
1.	久米島ならではの自然環境や文化、地域資源を活かし、地域住民の主体的な参加と外部人材・企
業との連携により、新たなビジネスの創出を目指します。観光や農水産業、再生可能エネルギー、
教育、ウェルビーイングなど、島の特性を強みに変える持続可能な事業の展開を支援します。

商観

商観 プロ

★ LP3-1 ★ LP4-2 商観 プロ

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新規設立・設置法人数
基準値（R6） 基準値（R12）

町内事業者数
基準値（R6）

12
基準値（R12）

15法人 法人

530 590事業所 事業所

若者の挑戦を応援する島づくりに向けて
中高生アンケートでは、中高生の約 2
割が「ICT スキル」や「起業・経営」に
関心あり！ 
未来を担う若者たちは、新しい技術やビ
ジネスに挑戦する意欲を持っています。
この可能性を伸ばすため、創業支援やデ
ジタル環境の整備を強化します。 
島の豊かな資源と新しいアイデアを掛け
合わせ、誰もがチャレンジできるワクワ
クする島を目指します！

21%

16%

14%

13%

プログラミングなど、課題解決に ICT を

活用する情報処理能力

飲食店や食品製造などの食に関わる専

門知識やスキル

教育関係や子供の育成に関する分野を

担うことができる専門知識やスキル

会社運営や起業（新しく事業を起こす

こと）などに必要な経営能力

Q．将来向けて身に付けたい能力・知識3つ
（対象回答者数319人・複数回答）
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連携する産業振興体制づくり

連携する産業振興体制づくり
	� 観光業をはじめとした各産業分野において、 連携の必要
性に対する意識は広がりつつあり、 地域内での連携の動
きが見られるようになってきています。

	� 漁業など季節的な繁閑がみられる産業においては、 他産
業からの人材受け入れを可能とする「マルチワーク」 の仕
組みを検討すべきであるという意見が寄せられています。

	� 久米島町の各年度における 1 人当たり市町村民所得は、
令和 4 年度で 1,972 千円となっており、 沖縄県平均と
比べて 277 千円低い水準となっています。

マルチワーク 
一人の人が複数の仕事や職務、働き方
を組み合わせて行う働き方。

《用語解説》

資料：沖縄県市町村民所得（沖縄県）

11

働きやすい職場環境の整備
	� 地域では少子高齢化が進行し、 労働人口の減少により深刻な人手不足が生じている。 あらゆる業種で
人材確保が難しくなっており、 既存の労働力に大きな負担がかかっています。

	� 働き方改革の流れの中で、 副業や兼業、 テレワーク、 フレックス勤務など、 柔軟な働き方を選択する人
が全国的に増えている。 また、 AI を含む ICT を活用した業務効率化も、 段階的に進められています。

未来を見据えた人材確保・育成
	� 島内の児童 ・ 生徒を対象に、 総合的な学習の時間などを活用して、 久米島の仕事や地域課題に対する
意識を育む教育を実施し、 将来的に地元に貢献できる人材の育成に取り組んでいます。

	� 地域おこし協力隊の受け入れを行うとともに、 介護や保育等の専門人材の確保に努めています。 地域おこ
し協力隊は毎年度十数人の隊員が活動する一方、 介護 ・ 保育等の専門人材の確保が難しくなっています。

連携する産業振興体制づくり
	� 産業間連携を実効性のあるものとするためには、 産業横断的な連携体制の構築が十分に進んでおらず、
課題やビジョンを共有するための継続的な対話や、 その機会の設定が求められています。

	� マルチワークの推進においては、 業種間の調整や労働条件の整備、 人材のスキルマッチなど、 制度面 ・
運用面での課題が残されており、 具体的な仕組みの構築にはさらなる検討と合意形成が必要です。

	� 各産業の活性化や連携を進めながら生産性を高め、 一人ひとりの所得を増やし、 島全体で稼ぐ力を高
めていく必要があります。  

働きやすい職場環境の整備
	� 人手不足に対応するためには、 働きやすい職場環境の整備や、 労働条件の改善が求められます。

未来を見据えた人材確保・育成
	� 介護や保育といった専門職分野は業務の専門性に加え、 労働条件、 住居の不足等が人材確保を妨げ
る要因となっており、 安定的なサービス提供が難しくなっています。

AI 
人口知能。データを基に学習・推論を行い、
人の判断や作業を支援・代替する技術。

ICT  ( 情報通信技術 ) 
コンピュータやインターネット等を活用
し、情報の収集・処理等を行う技術の総称。

2,202

1,945
2,034

1,972

2,335

2,156
2,240 2,249

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

1人当たりの市町村民所得（千円）

久米島町 沖縄県

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（３）未来を見据えた人材確保・育成
1.	子どもたちの地域理解やキャリア意識を育み、地域産業や環境学習を通じて将来島に貢献できる
人材の育成を推進します。

2.	専門職や福祉・保育分野の人材に加え、国際人材やデジタル人材の確保・育成に向け、研修や支
援制度の充実を図るとともに、人材バンクや地域おこし協力隊の活用を検討します。

（１）連携する産業振興体制づくり
1.	各産業が共通の課題やビジョンを共有できるよう、継続的な対話の場や拠点を設けるとともに、
対話の機会を計画的に設定・運営し、連携基盤の強化を図ることで、地域の「稼ぐ力」を引き出
す取り組みを推進します。

2.	人材・技術・経験・知識など各産業の強みと課題を共有し、働き方や産業の在り方を検討するこ
とで、産業振興と発展に繋げます。

3.	産業間の連携を図り、6次産業化に取り組みます。

4.	島内企業就業者を確保するため、島内企業の魅力発信等に取り組みます。	

（２）働きやすい職場環境の整備
1.	労働者数を増やすため、雇用関係助成金等の雇用保険関係の周知強化や久米島商工会と連携し事
業所への支援強化に取り組み、働きやすい環境の整備に努めます。

2.	就労の場面で多様な住民が輝けるよう、副業や兼業、テレワーク、フレックス勤務など、柔軟な
働き方を選択できるよう、各企業への働きやすい環境づくりを促進・支援し、多様な働き方が実
現できる島づくりを推進します。

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

完全失業率
基準値（R2） 基準値（R12）

3.3 2.7% ％

各年度における 
1 人当たり町民所得

基準値（R3）

2,034
基準値（R12）

2,237千円 千円

企画 商観 産業★ LP3-2

商観

★ LP2-1 プロ 議会 福祉 教育★ LP3-1 商観 企画

みんなで支え合う産業のかたちに向けて
アンケートでは、産業振興において「人
材の確保・育成」を求める声が最も多く
挙がりました。人手不足への不安から、
約 14% の方が「マルチワーク（季節や繫
閑に合わせた掛け持ち）」などの柔軟な働
き方に期待を寄せています。 
産業の垣根を越えて連携し、みんなで助
け合いながら、安定して稼げる・働ける
島を目指します！

36%

14%

地域での人材確保や育成に向
けた体制づくり

多様な働き方を実現するマル
チワーカー・兼業の推進

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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（ここに写真が入ります。）
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自然・環境の基本施策

美しい景観・自然と共生する島づくり



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 自然・環境の基本目標｜美しい景観・自然と共生する島づくり

62

自然が大切に守られているか

島の豊かな自然資源の保護 ・活用

島の豊かな自然資源の保護・活用
	� 陸域からの赤土の流出や漂流ごみの増加、 また公共下水
道の未整備地域が存在することなどの問題が、 海洋環境
に悪影響を及ぼしています。

	� クメノサクラをはじめとする動植物の密猟が発生しています。

	� 久米島ホタル館では、 町民や観光客を対象に、 クメジマ
ボタルなどの希少種や生息環境についての周知 ・ 保全活
動を行っており、 学校での体験学習も実施しています。

	� 住民意向において、 自然 ・ 環境の視点で大切だと思うこ
ととして「島の豊かな自然資源の保護・活用」が最も多
く挙げられており、 自然資源を将来にわたって守りながら
活かしていく取組の推進について、 住民の期待は高い状
況にあります。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　
写真：クメジマボタル（県指定天然記念物）

12

島の豊かな自然資源の保護・活用
	� 海洋環境の悪化に対しては、 環境技術の導入等を含む早
急な対応が求められており、 行政だけでなく地域住民や
民間事業者の協力のもと、 持続可能な海洋環境の保全と
再生に向けた総合的な取り組みが必要となっています。

	� 自然保護に向けた意識向上、 ルール整備、 啓発活動の
強化が課題です。

	� 地域住民及び観光客のポイ捨て防止や適切なゴミの処理
が求められます。  

	� 今後は、 久米島ホタル館を自然学習の場としてさらに活
用し、 久米島の生物多様性を「見せる」仕組みを整え、
地域学習や観光への活用を図ることが求められています。

資料：令和 6 年度住民アンケ―ト（久米島町）

資料：博物館統計資料（久米島町）

不満・やや不満

42％

満足・やや満足

55％

無回答

3％

n=445

写真：比屋定バンタからの景色 

2,215 
1,547 

3015
3717 3292

R2 R3 R4 R5 R6

久米島ホタル館入館者数
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目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

天然記念物指定件数 
（町指定、県指定、国指定）

基準値（R5）

26
基準値（R12）

26件 件

（３）自然保護の普及と理解促進
1.	指定管理団体やボランティア団体と連携等を、町民の環境保全の意識向上に努めます。

2.	町民の美化意識の向上に努めます。

3.	良好な自然環境を守るため、町民や観光協会、民間事業者等と連携し、海岸への漂着ゴミ対策に
努めます。

（１）自然環境及び希少動植物の保全と活用
1.	クメジマボタルをはじめ文化財保護法や種の保存法に基づく動植物の保護、生物多様性の保護の
取り組みを強化し、天然記念物の保全に努めるとともに、久米島ホタル館は自然学習の場として
活用し、久米島の生物多様性を「見せる」仕組みを整え、地域学習や観光への活用を図ります。

2.	久米島の野生動植物の不法採取の取り締まりを強化し、保護に努めます。

3.	自然環境保全法や自然公園法など、関連する法令と連動しながら、島の豊かな自然の積極的な保
全と育成を推進します。	
	

（２）赤土流出を防ぐ取組の推進
1.	赤土等の耕土流出防止に向け、持続的な対策を推進します。

2.	沈砂池や排水路の整備を行い、赤土流出防止対策を推進します。

自然環境の保全状況に対する 
住民満足度（住民アンケート）

基準値（R6）

54.6
基準値（R12）

60.0％ ％

★ LP5-1 環境 博物★ LP3-1★ LP2-1

産業 建設

環境 博物

豊かな自然の保全と活用に向けて
アンケートでは、これからの産業を
考える上で「豊かな自然の保全・活
用」を重視する声が約 65% と圧倒
的多数でした！美しい海や星空はみ
んなの自慢ですが、赤土やゴミ問題
には心配の声も。 
島の宝である自然を守ることはもち
ろん、環境学習や観光への活用も進
めながら、未来へ誇れる美しい久米
島をみんなで残していきましょう！

65%

30%

27%

25%

豊かな自然環境の保全・活用

太陽光、風力など再生可能エネルギー・新エ

ネルギーの活用

地域に根付く文化資源や伝統芸能の保全、地

域づくりへの活用

地域の賑わいを感じさせる市街地景観づくり

Q．自然・環境の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 自然・環境の基本目標｜美しい景観・自然と共生する島づくり

64

伝統文化の継承と文化遺産の保護 ・活用

文化・歴史資源の保護・活用
	� 久米島には、 久米島紬や沖縄角力、 名勝や城跡など、
多様な文化資源があります。 
これらは、 地域の歴史や風土を反映した貴重な遺産であ
り、 地域住民の誇りやアイデンティティを象徴する存在と
なっています。 また、 観光資源としての活用可能性も高い
と考えられます。

	� 久米島における歴史や文化資源は、 地域の特色や魅力
を形成する重要な要素であるにもかかわらず、 その活用
は十分とはいえない状況です。 
観光や地域経済との連携も限定的であり、 文化資源が
持つ潜在的な価値が活かしきれていない状況にあります。

文化・歴史資源の保護・活用
	�久米島の文化資源は貴重な遺産であるものの、保存と
活用への取り組みが地域ごとに差があり、全体的に十
分に進んでいません。	
今後は、文化資源の効果的な保存、まちづくりや地域
活動、観光コンテンツとしての活用を促進するため、
住民の理解を深め、地域全体で連携した体制づくりが
求められます。

	�文化資源を地域振興の原動力として位置づけ、観光や
産業と有機的に連動させる戦略的な取り組みが求めら
れています。	
単発的なイベントや保存活動にとどまらず、文化資源
を核とした持続可能な観光・産業モデルの構築が、今
後の大きな課題です。

	�伝統文化の担い手不足に対応するため、次世代育成と
若年層の関心醸成、世代間交流の促進が必要です。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資料：町の文化財（久米島町公式 HP） 
　　　　　　　　※ 2026 年 2 月時点

登録・指定 種別 件数
天然記念物 国指定 5

県指定 5
町指定 13

史跡 国指定 2
県指定 4
町指定 21

重要文化財建造物 国指定 2
有形文化財建造物 県指定 1

町指定 1
名勝 町指定 5

無形文化財工芸技術 国指定 1
有形文化財（工芸品） 県指定 1
有形文化財絵画 県指定 1
有形文化財歴史資料 県指定 1

町指定 3
有形文化財考古資料 町指定 1
有形民俗文化財 町指定 1

写真：久米島紬（国指定重要無形文化財）

写真：宇江城城跡

13



施策の展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　 基
本
構
想

前
期
基
本
計
画
（
総
合
戦
略
）

自
然
・
環
境

行
革
大
綱

生
活
・
暮
ら
し

統
合
・
調
和

生
業
・
産
業

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

参
考
資
料

65

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

久米島紬従事者数
基準値（R5）

95
基準値（R12）

114人 人

（３）文化資源の保存と活用の促進
1.	久米島町の自然・文化資源を保全・継承し、活用する取り組みを検討します。

2.	島内に所在する史跡や遺跡、建造物などの保存及び活用を推進します。

3.	指定文化財の管理を継続し、き損を防止しつつ美観維持に努めます。

4.	地域の歴史・文化の継承を図るため、古文書の修復に努めます。

5.	沖縄角力等、地域文化の保存・継承に努めます。

6.	地域に点在する文化資源を「地域らしさ」を特徴づけるものとして保全し、価値の高い資源につ
いては、文化財指定または登録を検討します。	

（１）歴史、民俗、文化財等の調査・研究の拡充
1.	引き続き、様々な文化遺産の適正な保存・活用に努めます。

2.	学芸員や外部の研究機関・研究者と連携し、調査・研究を推進します。

3.	久米島の歴史文化の周知を図るとともに、久米島町史の編纂等を通し、久米島町の記録を後世へ
伝えることに努めます。

4.	博物館を活用し、様々な企画展の開催や常設展示の更新などを通して生涯学習機会の提供に努め
ます。	

（２）伝統文化の保存・継承の推進
1.	大綱曳きの大綱の確保など、継続して開催するための体制づくりに努めます。

2.	久米島紬（国指定重要無形文化財）の技術保存と継承、新たな価値を生み出す活用、普及啓発・
魅力発信を積極的に推進します。

★ LP2-1 博物

文化財・地域資源の 
保存・活用に対する住民満足度 

（住民アンケート）

基準値（R6）

51.2
基準値（R12）

80.0％ ％

★ LP2-1 博物 商観 教育 産業★ LP1-2

★ LP4-1 博物 建設 商観

文化資源の保全と活用に向けて
アンケートでは、約 3 割の方が「文化資
源の保全と活用」を大切だと考えていま
す。久米島紬や沖縄角力、城跡などは、
私たちの誇るべき「久米島らしさ」です
よね。こうした宝物を守るだけでなく、
地域づくりや観光にもっと活かしてほし
いという期待も高まっています。 
伝統を大切にしながら、新しい価値も生
み出し、未来へつないでいきましょう！

65%

30%

27%

25%

豊かな自然環境の保全・活用

太陽光、風力など再生可能エネル

ギー・新エネルギーの活用

地域に根付く文化資源や伝統芸能の保

全、地域づくりへの活用

地域の賑わいを感じさせる市街地景観

づくり

Q．自然・環境の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 自然・環境の基本目標｜美しい景観・自然と共生する島づくり

66

久米島らしい景観づくりの推進

景観形成・誘導
	� 久米島では、 近代的な建物の建設、 老朽化した家屋の
建て替えや道路整備、 フクギ並木の伐採等が進んでいま
す。 これらの変化は、 地域の暮らしの質を向上させる一
方で、 久米島の伝統的な街並みや自然と調和した景観
が徐々に失われつつあります。

	� 久米島らしい景観づくりについては、 地域と行政の連携に
よる景観形成、 美化活動が必要となります。

	� 子や孫世代、 さらにその先の世代へ素晴らしい久米島の
景観を継承するために、 持続可能なライフスタイル ・ ビジ
ネスモデルの検討が必要となります。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

写真：フクギ並木（真謝） 

写真：久米島町内の景観形成の取組状況

14

景観形成・誘導
	� 島内の景観の変化により、 かつて地域に深く根付いていた「久米島らしさ」や、 独自の景観 ・ 文化的ア
イデンティティが見えづらくなってきており、 地域の魅力の低下や、 住民の郷土意識の希薄化につながる懸
念があります。 今後は、 機能的な住環境整備と地域の歴史や文化を尊重した景観の保全 ・ 再生の両立が
重要な課題となっています。

	� 緑化 ・ 美化活動は、 住民やボランティア等の協力により維持されていますが、 継続的な活動を支える仕
組みや、 観光資源としての眺望景観（視点場等）の適切な維持管理が必要です。
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目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環境美化団体数
基準値（R6）

9
基準値（R12）

9団体 団体

（１）島の特性を活かした景観形成と誘導の仕組みづくり
1.	伝統的な集落景観を有する地域の景観保全を図ります。

2.	久米島の風景を守るため、地域特性に応じた景観形成基準の見直しを行い、景観計画の改定を検
討します。建物や広告物の基準を定め、島全体で共有・実践できる体制を整え、景観に対する意
識を醸成します。

3.	宇江城城跡や登武那覇城跡、比屋定バンタなど、良好な眺望景観が得られる視点場については、
久米島の地域資源、観光資源として有効な活用を推進します。

4.	伝統的景観を有する集落や賑わいを創出する商店街など、久米島らしい景観を有する場所につい
て、重点的な景観形成を推進します。

5.	住民が主体となる景観づくり及び美化活動への支援制度の確立を図ります。	

景観形成事業の活用件数

★ LP4-1 建設

みんなでつくる美しい島の風景に向けて
アンケートでは、約 7 割の方が「自慢できる景観がある」
と答える一方、「道路や標識をきれいにして」「空き家が寂し
い」といった改善を求める声も 3 割近くありました。 
美しい海や緑だけでなく、私たちが暮らす集落や通りの風景
も大切な「久米島らしさ」です。 
花いっぱい運動や清掃活動など、みんなの手で島を美しく彩
り、誇れる景観を守り育てていきましょう！

基準値（R6）

5
基準値（R12）

５件 件

やや不満・
不満29％

無回答
4％

やや満足・
満足68％

Q．自慢できるまちなみ景観がある

n=445



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 自然・環境の基本目標｜美しい景観・自然と共生する島づくり

68

再生可能エネルギーによる自給率向上

再生可能エネルギー・環境負荷低減
	� 太陽光発電やバイオマス発電などの再生可能エネルギー
に対する期待は高まっているものの、 町内での導入事例
はまだ限定的です。

	� 世界でも数少ないの海洋温度差発電（OTEC）実証設備
が稼働しており、 深層水の多段利用（車海老養殖、 農
業等） を組み合わせた「久米島モデル」は国内外から
高く評価されています。

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15

再生可能エネルギー・環境負荷低減
	� 地域資源を活かした地産地消型のエネルギー自立に向
けた取り組みを継続 ・ 拡大し、 地域の特性を生かしたエ
ネルギーの自給自足を目指す必要があります。

	� 省エネルギーや再生可能エネルギーの利用など、 環境
に配慮した取組に対する住民の理解や動機づけが十分
でないため、 その普及促進に向けた意識向上が求めら
れています。

写真：海洋温度差発電（OTEC）実証設備

資料：プロジェクト統計資料（久米島町）

3.70 3.70 
4.10 

5.20 

R3 R4 R5 R6

再生可能エネルギー自給率（％）

95.0 95.0 
92.0 

R4 R5 R6

CO2 排出量削減率(%)

資料：プロジェクト統計資料（久米島町）
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目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）クリーンエネルギーの導入
1.	海洋温度差発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入を促進します。

2.	脱炭素社会を目指し、公共施設等への省エネ設備の導入・太陽光発電設備設置、公用車の EV 化
の推進に加え、EV 導入に伴うメンテナンス体制の充実を図ります。

3.	小中学校へのエネルギー教室を通じて、児童生徒、各家庭、町民への省エネルギーへの普及・啓
発を推進します。

4.	久米島町エネルギービジョン 2020 に基づき、引き続き地球温暖化対策を推進します	

★ LP5-2 プロ 環境

久米島モデル 
海洋深層水を単一の目的（養殖のみ、飲
料のみなど）で使うのではなく、「エネル
ギー利用（発電・冷房）」から「産業利用（農
業・水産）」まで、段階的かつ複合的に
活用する循環型社会モデルのことです。

《用語解説》
久米島エネルギービジョン 2020 
2020 年に久米島町が策定した、島のエ
ネルギー自給自足と脱炭素化を目指す
ための中長期的な指針です。

海洋温度差発電（OTEC）実証設備 
表層の温かい海水と深層の冷たい海水の
温度差を利用して発電を行う設備です。 

EV（Electric Vehicle） 
電気をエネルギー源とし、モーターを
動かして走行する「電気自動車」のこ
とです。

クリーンエネルギー 
二酸化炭素（CO2）や窒素酸化物（NOx）
などの有害物質を排出しない、または排
出量が極めて少ないエネルギーの総称で
す。 太陽光、風力、水力、地熱、そして
久米島が注力する海洋温度差発電などが
含まれます。

再生可能エネルギー自給率
基準値（R5）

4.1
基準値（R12）

20.2％ ％

クリーンエネルギーの活用推進に向けて

アンケートでは、自然環境の保全に次
いで「再生可能エネルギーの活用」を
求める声が約 3 割と高く、環境への関
心の高さがうかがえます。一方で、実
際の導入はまだこれから。 
太陽光や海洋温度差発電など、島の資
源を活かしたクリーンなエネルギーで、
自分たちの使う電気は自分たちで作る

「エネルギーの地産地消」を進め、環境
にやさしい持続可能な島を目指しま
しょう！

公用車の EV 化台数
基準値（R7）

０
基準値（R12）

３台 台

65%

30%

27%

25%

豊かな自然環境の保全・活用

太陽光、風力など再生可能エネルギー・

新エネルギーの活用

地域に根付く文化資源や伝統芸能の保

全、地域づくりへの活用

地域の賑わいを感じさせる市街地景観づ

くり

Q．自然・環境の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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（ここに写真が入ります。）
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統合・調和の基本施策

時代の変化を捉え、個性が輝く島づくり



現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施策 統合・調和の基本目標｜時代の変化を捉え、個性が輝く島づくり
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交流文化の推進
	� 町民参加および島外の方との交流を目的として、 イベント
を開催しています。  

	� 新潟県十日町市や佐賀県佐賀市、 伊万里市との地域間
交流に加え、 ハワイ郡コナ地区とは海洋深層水 ・ 海洋温
度差発電関連での国際交流も実施しています。

	� 産官学連携による OTEC200kW 熱交換器の実証実験
やサーモン養殖研究など、 多様な技術交流事業を実施
しています。

移住定住の促進と関係人口の拡大

交流人口 
観光、レジャー、業務等の目的で、
一時的に訪れる人の数を指します。

《用語解説》

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関係人口 
特定の地域と継続的かつ多様に関
わる人々のことを指します。

定住人口 
その地域に実際に住み、住民票を
置いている人々のことです。

16

移住・定住支援体制の整備
	� 地域に定着するためには、「住まい」、「地域との関係づ
くり」、「しごと」 をセットで支援することが重要との意見
があり、ワンストップ相談窓口を設置し、取り組んでいます。  

	� 空き家問題が深刻化しており、 解体 ・ 改修費用の支援に
取り組んで いますが、 空き家の適切な管理や活用が十分
に進んでいるとは言えない状況です。

	� 住民生活の維持に不可欠な医療、 福祉、 保育を担う人
材受け入れのための定住住宅整備に取り組んでいます。  

交流人口の受入・関係人口の創出
	� 修学旅行や合宿、 イベントを通じて一定数の来訪者が久
米島を訪れ、 地域交流の機会が確保されています。

	� 久米島ファンクラブの活動との連携に取り組んでいます。  

交流文化の推進
	� 現在の取組を継続 ・ 強化し、 交流人口を増やして地域活性化 ・ 産業振
興につなげることが求められます。

移住・定住支援体制の整備
	� 島外出身者 ・ 移住希望者の定住促進では、 生活環境や雇用、 地域との
つながりを整備し、 ハード（ 住まい）・ ソフト（仕事や地域との関係づくり）
の両面で安心して暮らせる支援体制を強化することが必要です。

	� 中高生の将来の U ターンでは、 就労 ・ 住居 ・ 子育てなどの生活基盤を
整備するなど、 受け皿の充実が課題です。

	� 空き家対策では、 所有者の協力確保や解体・改修費用の負担軽減など、
支援体制や制度の整備が求められます。

交流人口の受入・関係人口の創出
	� 来訪者の多くが一過性の交流にとどまるため、 リピーターや関係 ・ 定住
人口への発展が課題となっており、 観光だけでなく地域活動や暮らしに
根ざした体験を通じて継続的に関わるための多様な受け皿の整備が必
要です。

資料：企画財政課統計資料（久米島町）

135
176

203
238

266

R2 R3 R4 R5 R6

町の支援による移住者数(人）

107,424

61,964 60,185

90,696
99,336 94,432

R1 R2 R3 R4 R5 R6

交流人口(人）

資料：企画財政課統計資料（久米島町）
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（３）交流人口の拡大
1.	交流機会の創出に資するイベントの継続的な開催を推進します。

2.	久米島出身者ネットワークを活かした産業と人材の育成につながる交流や、郷友会との連携等を
推進し、様々なイベントに参加する町民の増加を目指します。

3.	久米島ファンクラブの取り組みは、関係人口の創出が図られることから、連携強化に努めます。 

4.	県外の児童・生徒等との交流会を継続して実施します。

5.	久米島ファンを増やすために、HP・SNS 等を用いて情報発信を行い、久米島ファンクラブ等の交
流人口の増加に努めます。 

（１）技術交流等事業の拡充
1.	大学・研究機関と連携し、久米島での技術研究・開発を支援する施設の導入・誘致の可能性を調
査します。

2.	関係団体と連携を図り、外国人技能実習生の受入体制の構築を図ります。

3.	地域特性を活かした産業と人材の育成につながる技術交流を推進します。	

（２）移住・定住の促進
1.	久米島へ移住・Ｕターンを検討している人を対象に仕事・くらし・住まいの情報発信を推進します。

2.	久米島の魅力を各種メディアや県内外のイベントを通じて発信し、久米島町の認知度向上に努めます。

3.	移住・定住促進に向け、空き家・空き店舗の利活用に取り組むなど、 住宅不足の解消に努めます。

4.	空き家・空き店舗の解消は、住宅不足の解消だけでなく、景観や地域魅力の向上、安全・住環境
の改善にもつながり、移住・定住促進の重要な取組として、今後さらに強化します。

5.	働く場所の確保のため、経済団体や医療・福祉団体、民間企業と連携して求人情報を発信します。

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

町の支援による 
移住者数（累計）

基準値（R6）

286
基準値（R12）

416人 人

産業 プロ

★ LP5-1 企画 商観 福祉

★ LP2-2 総務★ LP1-2

住みたい・戻りたいを叶える島づくりに向けて

アンケートでは、住民の約 75% が「住み続けたい」、中
学生の約 65% が「将来戻りたい」と答えています！ 
島を愛する声が多い一方で、「働く場所」や「住まい」へ
の不安があるのも事実。皆さんが安心して住み続けられ
る、そしていつか帰ってこられるよう、空き家の活用や
仕事情報の発信、島内外の人々との交流機会の創出など、

「おかえり」と温かく迎えられる環境を整えていきます！

交流人口
基準値（R6）

99,301
基準値（R12）

124,410人 人

★ LP4-2

思わない・どちらか
というと思わない

32％

その他
2％

思う・どちららか
というと思う
66％

Q．島を一度離れても戻りたいですか
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施策 統合・調和の基本目標｜時代の変化を捉え、個性が輝く島づくり
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地域資源を活かしたブランド戦略の構築
	� 久米島は豊かな自然、 文化、 暮らし、 人々のつながりなど
多様な魅力を持つが、 それらの価値が住民に十分に共有
されておらず、 ふるさと納税返礼品など 外部への発信も限
定的で、 統一感に欠けている状況です。

	� 地域資源を持続可能な形で価値化するためには、 商品開
発、 ブランド設計、 販路開拓などにおける専門的な支援が
不可欠であるが、その体制が十分に整っていない状況です。

	� 特産品や食資源を活かした新たな価値創出への期待が高
まる中、 一部では観光 ・ 飲食事業者による取り組みが見
られるものの、 島全体としてブランド戦略への参画は限定
的な状況です。

	� 水産業や農業など地域の基幹産業には、 観光や商品開発
と連携したブランド展開の可能性があるが、 取り組みはまだ
限定的です。

久米島らしいブランドの確立

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17

資料：企画財政課統計資料（久米島町）

地域資源を活かしたブランド戦略の構築
	� 地域資源を「誇り」 として内面化しつつ、外部へ一貫したメッ
セージとして発信するためのブランディングの枠組みが未整
備です。 住民と外部の視点をつなぎ、 島全体で魅力を再
定義 ・ 共有する戦略づくりが求められています。

	� 専門的な知見を活かしたブランド戦略と、 それを推進するた
めの支援体制の構築が求められています。

	� 魅力ある商品開発や販促強化に加え、 産業観光やマリンレ
ジャーなど他分野との融合的な展開が重要であり、 その実現
に向けて分野横断的な連携体制の構築が求められています。

	� 地域資源のブランド戦略構築を推進するとともに、 ふるさと
納税返礼品の拡充 ・ 商品開発を図り、 産業振興や地域活
性化、 ふるさとの納税額向上につなげていく必要があります。

　　　　　　　　　　

11

44
34

10

68

24

58

38
29 27

15

肉
類

果
物
類

水
産
物

野
菜
類

お
酒

飲
料
類

食
品

旅
行
・
チ
ケ
ッ
ト
類

美
容

民
芸
品
・
工
芸
品

そ
の
他

ふるさと納税返礼品種別数(品）

写真：タイムスフェア（物産展）

写真：車海老（ふるさと納税返礼品）
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（１）久米島らしいブランド価値の創出と発信
1.	久米島に息づく自然・文化・歴史、食、人々の営みを「久米島らしさ」として言語化・視覚化し、
地域住民や関係団体と協働してブランドコンセプトを再定義します。「久米島らしい暮らし」や
「ここにしかない体験」をテーマにストーリーを発信することで、来訪者の関心を高めるととも
に、島内住民の誇りの醸成にもつなげます。

2.	久米島紬や島食材、伝統行事、民話などを活用し、地域の特色を活かした商品・サービスの磨き
上げと統一ブランド化を進めます。各産業が連携し、地域資源の付加価値向上と販路拡大に向け
た共同プロモーション展開を推進します。

3.	特産品等のイメージや安全性などの評価水準の向上により、付加価値を高め、全国への販路拡大
を推進します。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

物産展販売額
基準値（R7）

75
基準値（R12）

83百万円 百万円

ふるさと納税
基準値（R6）

131
5,905

基準値（R12）

寄付額
件数

150
7,000

寄付額
件数

百万円

件

百万円

件

★ LP4-2 企画 商観

久米島ブランドのさらなる飛躍に向けて

アンケートでは、「島外への情報発信」や
「特産品の PR 強化」を求める声が多く寄
せられています。「久米島紬」や「車エビ」、
そして「豊かな自然」など、世界に誇れ
る久米島ブランドは私たちの宝物。
これらの魅力をさらに磨き上げ、ふるさ
と納税や観光とも連携しながら、自信を
持って島の価値を世界へ届けて行きま
しょう！

25%

21%

11%

島の資源を活かした観光振興

海洋深層水を活用した多面的な展

開

久米島紬など地域資源・素材を生

かしたものづくり分野への支援

Q．生業・産業の視点で大切だと思うのものを2つ
（対象回答者数445人・複数回答）
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情報発信
	� 久米島町 HP、 広報誌、 ラジオ、 SNS、 防災無線等、 複
数のチャネルを利用し、 町の取り組みやまちづくり計画、
財政情報等に関する発信を行っています。

	� 防災無線の点検や、 災害用 Wi-Fi アクセスポイント再整備
等、 非常時の情報発信設備の維持管理を実施しています。

	� 町外および広域メディアに対する戦略的な情報発信の仕組
みが十分に整っておらず、 久米島の魅力が外部へ十分に
伝わりきれていない現状があります。 

情報発信力の強化

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

18

写真：久米島町公式 LINE の案内（久米島町）写真：広報くめじま（久米島町）

情報発信
	� 情報発信チャネルのうち、SNS（公式 LINE） については、今後の有効活用の検討が課題である。 特に、
アンケート機能等、 双方向性の情報発信が可能となるため、 活用が期待されています 。

	� 歴史 ・ 文化に関する資料や地域資源の情報資産については、 デジタル化が進められているものの、 広
範な利活用に向けては、 さらなる整理や共有の工夫が求められています。

	� 町外および広域メディアに対する情報発信については、 対象や目的を意識した情報整理に加え、 継続
的かつ戦略的に発信していくための仕組みづくりが求められています。

資料：総務課統計資料（久米島町）

174,423 174,774

R6 R7

久米島町HPアクセス数



施策の展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　 基
本
構
想

前
期
基
本
計
画
（
総
合
戦
略
）

自
然
・
環
境

行
革
大
綱

生
活
・
暮
ら
し

統
合
・
調
和

生
業
・
産
業

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

参
考
資
料

77

プロ

（１）行政情報システムの充実
1.	透明性の高い町政情報の発信、ホームページの情報更新に努めます。

2.	FM くめじまと連携して積極的に町の情報発信に努めます。

3.	必要な情報を必要な人へ、必要な時に届ける仕組みを検討します。

4.	行政が保有する歴史・文化等の情報資産について、多分野で活用しやすいよう電子化をさらに推
進し、効果的な情報提供の仕組みを構築します。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

久米島町ホームページ 
アクセス数

基準値（R7）

174,774
基準値（R12）

192,250件 件

（２）情報化社会に対応する島づくり
1.	テレビのデータ放送を活用し、町民への情報発信に努めます。

2.	SNS を活用した情報発信が好評であり、行政のデジタル化と併せて、効率的・効果的な運用に努
めます。

3.	台風や万が一の自然災害に備え、情報の収集・発信に関する防災訓練に取り組みます。

4.	防災・観光・教育の観点から必要箇所への Wi-Fi の整備や情報化社会に対応するインフラの整備
に努めます。

5.	防災無線の日常管理及びメンテナンスを徹底します。

6.	久米島の魅力を効果的に伝えるため、ターゲットに応じた情報発信や外部メディア等との連携を
強化し、戦略的な広報活動を展開します。

総務

★ LP5-2 総務 商観

久米島町公式 LINE 
登録者数

基準値（R7）

4,653
基準値（R12）

5,120人 人

情報がしっかり伝わる島づくりに向けて

子育て世帯からは「支援情報に気づけない」
といった切実な声が届いています。アンケー
トでも、行政サービスのデジタル化に満足
している方は約 2 割。この現状を変えるた
め、公式 LINE などの「プッシュ型」発信
を強化します！忙しい毎日の中でも、大切
な情報が手のひらに届く。 
誰もが便利で分かりやすい、情報がしっか
りと「伝わる」島づくりを進めていきます！

満足・やや満足 不満・やや不満 無回答

Q．行政サービスのデジタル化が進んでいる

Q．生活でデジタルサービスを利用しやすい

69％24％ 7％

71％22％ 7％
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効率的な行財政運営
	� LINE によるオンライン申請や、 証明書等のコンビニ交付
等、 窓口業務の利便性向上に取り組んでいます。

	� 申請・窓口対応件数が多く、職員の日常業務の負担となっ
ています。

	� 申請書類の入力ミスや確認作業が多発しており、 修正 ・
確認に手間がかかっています。

	� 紙書類の管理や集計作業の非効率さ、業務の属人化により、
業務全体の効率が低下し、担当者の負担が増加しています。

	� 行政 DX に関する研修 ・ 人材育成等が始まっており、 今
後の業務効率化や QOL の向上が、 庁内職員から期待さ
れています。

住民にわかりやすく効率的な行財政運営

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　

19

資料：沖縄県市町村概要（沖縄県）

持続可能な行財政運営
	� 社会情勢に伴う物価高騰や人口減少、 施設の老朽化な
どにより、 厳しい財政状況が続いています。 

効率的な行財政運営
	� 証明書のコンビニ交付やオンライン手続きの強化 ・ 構築など、 自治体窓口 DX を推進し、 窓口での住
民負担および職員の業務負担のさらなる軽減に取り組む必要があります。

	� 行政 DX にむけては、 デジタル人材の確保・育成、 デジタル環境の強化・充実に取り組む必要があります。

	� 情報資産の電子化、 ナレッジマネジメント、 行政プラットフォームを構築するなど、 円滑な業務環境を構
築する必要があります。

持続可能な行財政運営
	� 中期財政計画、 財政指標を参考に、 財源の確保や事務事業の見直しに取り組んでいく必要があります。 　　　　　　　　　　

資料：沖縄県市町村概要（沖縄県）

96.5

92.2

83.7

88.3
90

93.9

R1 R2 R3 R4 R5 R6

経常収支比率（％）

ナレッジマネジメント 
組織の知識や情報を体系的に管理・活用し
て、成果や競争力を高める取り組みのこと。

行政プラットフォーム 
行政サービスをデジタル上で効率的に提
供・連携するための基盤や仕組みのこと。

デジタルリテラシー 
デジタル技術や情報を正しく理解・活用で
きる能力のこと。

《用語解説》
経常一般財源充当額 
毎年度継続して支出される経費に対
し、使途が特定されていない財源をど
れだけ充てたかを示す決算額。 
 

【ざっくり解説】 
「自治体の手持ちのお金から支払った、

毎月の『固定費』の総額」です。

経常収支比率の推移 
経常的な一般財源が、人件費や公債費
などの経常的経費にどの程度費やされ
ているかを割合で表したもの。 
 

【ざっくり解説】 
「お給料の何％が固定費で消えている

か、その『変化』」のことです。

R2 R3 R4 R5 R6

経常一般財源充当額(単位：百万円）

人件費 扶助費 公債費
物件費 補助費等 繰出金

《用語解説》
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（１）職員業務の効率化
1.	証明書のコンビニ交付やオンライン手続きの強化・構築など、自治体窓口 DX を推進し、窓口で
の住民負担および職員の業務負担のさらなる軽減に取り組む必要があります。

2.	町税や使用料等について、スマホ決済サービスなどの運用を引き続き行い、徴収率の向上及び利
便性の確保に努めます。

3.	情報資産の電子化やナレッジマネジメント、行政プラットフォームの構築に加え、職員のデジタ
ルリテラシーの確保・向上など、行政 DX を推進します。	

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

経常収支比率

（２）持続的な行政サービスの提供
1.	法定事務に遵守した登録・管理を行い、適切な対応に努めるとともに、住民サービス、満足度の
向上を目指します。

2.	持続可能で、安定的な財政基盤の維持・推進に努めます。また、統一的な基準による財務書類を
作成し、住民へ分かりやすく、見やすい決算の公表に努めます。

3.	町有地の適正管理を行い、産業などへの利活用を推進します。

4.	久米島町公共施設等総合管理計画のもと、公共施設の適切な配置を図ります。

5.	満足度の高い行政サービスの向上を図るとともに、個人情報を含む情報資産の保護を徹底します。

基準値（R6）

93.8
基準値（R12）

89.2％ ％

企画 税務

総務企画 町民

行政 DX、自治体窓口 DX 
デジタル技術を活用して行政サービスや
業務を効率化・高度化する取り組み。

《用語解説》

QOL（Quality of Life） 
生活の質のこと。生活の満足度や幸福感
を表す指標として、日常生活や医療、福
祉、仕事など、幅広い分野で使われる。

中期財政計画 
国や自治体が財政運営の見通しを立て
るための、複数年（3 ～ 5 年）にわた
る計画のこと。

財政指標 
国や自治体の財政状況や健全性を客観
的に示す数値や比率のこと。

ｖ 行政サービスの質向上に向けて

アンケートでは、「役場は地域のことを真剣に考えている」と
感じている方は約 3 割という厳しい評価をいただきました。 
また、行政のデジタル化への満足度も約 2 割にとどまっていま
す。この声を真摯に受け止め、スマホ申請などの DX 化で「便
利になった」と実感できる改革を進めます。 
行財政の透明性も高め、皆さまに信頼され、期待に応えられる
役場を目指して進みます。

町税徴収率
基準値（R6）

96.7
基準値（R12）

97.7％ ％

不満・やや不満
64％

その他
4％

満足・やや満足
31％

Q．役場は地域のことを真剣に考えている
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今後の居住意向
町民みんなで推進する総合計画

	� 総合計画の策定や実施において町民の意見を聴く機会は
あるものの、 継続的な関与を促す仕組みは十分に整備さ
れていません。 そのため、 町民の主体的な参加や計画へ
の理解が深まりにくい状況です。

	� 地域課題の解決において住民主体の取り組みや変化に対
応できる意識が求められていますが、 町民の参画意識は
十分に高まっておらず、 主体的なまちづくりへの動きは限
定的です。

	� 若年層や高齢者、移住者など、多様な立場の住民が交流・
対話できる機会は限られており、 世代や背景を超えたつ
ながりの構築が十分とはいえない状況です。

町民みんなで推進する総合計画

SDGs 
Sustainable Development Goals（持続
可能な開発目標）の略。2030 年まで
に世界が達成を目指す 17 の国際目標
のこと。2015 年に国連で採択された。

《用語解説》

課題　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町民みんなで推進する総合計画

	� 計画策定から実施 ・ 評価に至るまで町民が関与できる体
制が必要であり、 参画を促す工夫が求められています。

	� 積極的なまちづくりへの参画を促す支援や啓発の取組を
継続的に行う必要があります。 住民の意欲を引き出し、
行動につなげる仕組みづくりが求められています。

	� 共助 ・ 公助を基盤とした地域力を高めるためには、 多様
な住民が関わり合い、 支え合う場や仕組みづくりが必要
です。 地域全体での連携と共感を育む環境整備が求めら
れています。

	� 全体的な参画意識を高めるとともに、 関心の低い層にも
働きかける幅広いアプローチが必要です。 多様な住民が
無理なく関われる仕組みや参加のきっかけづくりが求めら
れています。

共助・公助 
共助は住民同士・地域・コミュニ
ティの支え合いを指し、公助は行
政が提供する公的な支援を指す。

PDCA サイクル 
業務改善やプロジェクト管理で用い
られる。P（Plan：計画）→ D（Do：
実行） → C（Check：評価） → A（Act：
改善）の 4 段階を繰り返して、継続
的に質を向上させる方法。

思わない・ 
どちらかというと思わない

22％

そう思う・ 
どちらかというと思う

76％

無回答

3％

写真：計画策定に向けた中学生ワークショップ

写真：計画策定に向けた住民ワークショップ

20

n=445
資料：令和 6年度住民アンケート（久米島町）
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（１）住民満足度向上に向けて
1.	町の振興や行政サービスの改善に向けて、 役場職員の連携強化、 町民との協働による総合計画の推進

を図ります。

2.	行政運営に当たっては、 住民への広聴広報に努め、 住民に寄り添いながら取り組みます。  

3.	経年的に住民の声や満足度を把握し、 総合計画や個別計画などの策定 ・ 見直しに活用します 	

企画

（２）地域力の向上と計画推進に向けた取り組み
1.	共助・公助を基盤とした地域力の向上に向けて、 多様な住民が関わり合い支え合う場や仕組みを構築し、

地域全体での連携と共感を育む環境の整備を推進します。

2.	総合計画の着実な推進を図るため、 Plan（ 計画）、 Do（ 実行）、 Check（ 検証）、 Action（ 改善） の
PDCA サイクルを毎年度継続して実施するほか、 目指そう指標に対する進捗状況や改善策などについて
は、 ホームページや広報により、 広く町民に周知していきます。

3.	国連が掲げる持続可能な開発目標ＳＤＧｓの達成に向けて、 総合計画の中で一体的に推進します。	

企画

目指そう指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本計画の各施策の柱に掲げる
目指そう指標の平均達成率

基準値（R6）

88.5
基準値（R12）

92.0％ ％

みんなで織り上げる久米島の未来に向けて

アンケートでは、「ゴミ拾いをする」「行事に参加する」「SNS で発信する」など、自分にできる
ことで島に貢献したいという頼もしい声が多く寄せられました！総合計画は、役場だけで作る
ものではありません。こうした皆さんの「想い」と「行動」こそが、久米島の未来を創る原動
力です。一人ひとりが主役となり、みんなでワクワクする未来を織り上げていきましょう！

環境活動
•	 ビーチクリーン
•	 ゴミ拾い
•	 家庭ごみ削減
•	 自然や景観を大切にする

地域参加
•	 地域行事への参加
•	 移住者との交流
•	 助け合い・思いやり
•	 移住者をあたたかく迎える

意識改革
•	 島の現状を自分事として捉える
•	 行政任せにしない
•	 投票行動・政治参加
•	 島のことを学ぶ

情報発信
•	 SNS での情報発信
•	 島外へ PR
•	 食イベント活動で「食の島」とし
て認知を広げる

《これから 10 年間何が大事ですか？》
自由意見から抜粋
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（目指そう指標の考え方・一覧表が入ります。）
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（目指そう指標の考え方・一覧表が入ります。）



（職員ワーキングの記録が入ります）
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（職員ワーキングの記録が入ります）
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（職員ワーキングの記録が入ります）
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